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こども・子育て支援に関するニーズ調査結果（速報値）について 

◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆ 

（１）調査の目的 

国において、平成 24 年 8 月、幼児期の学校教育・保育、地域の子ども・子育て支援に共通の

仕組みを定める「子ども・子育て支援法」が公布された。本法に基づき、各市町村においては、

国から示される基本指針等を踏まえ、地域の子ども・子育て支援のニーズを反映した「市町村子

ども・子育て支援事業計画（平成 27年度～平成 31 年度）」を策定することとしている。 

本市においても、本市の子ども・子育て支援施策や地域特性を踏まえ、潜在的なニーズ及びサ

ービス目標量の推計を行い、「大阪市子ども・子育て支援計画（仮称）」を策定する必要がある。

また、本計画は、大阪市次世代育成支援行動計画（後期計画）（平成 22 年度～平成 26 年度）の

後継計画も兼ねるものとする。 

本計画の策定にあたり、子ども・子育て支援施策に関するニーズ等及び次世代育成支援施策に

かかる若者意識等を把握するための調査を実施し、計画策定の基礎資料とする。 

 

（２）調査方法と回収状況 

実施調査 
大阪市こども・子育て支援に関するニーズ等調査 大阪市次世代育成支援に 

関する若者意識調査 就学前児童用 就学児童用 

対象者 

市内に在住する０歳から５

歳までの就学前児童の保護

者 24,000名 

（住民基本台帳から無作為

抽出） 

市内に在住する小学１年生

から４年生までの就学児童

の保護者 10,000名 

（住民基本台帳から無作為

抽出） 

市内に在住する15歳から39

歳までの市民 8,000名 

（住民基本台帳から無作為

抽出） 

調査方法 調査対象者に調査票を郵送により配付し、郵送により回収した。 

調査期間 
平成25年10月10日 

～10月28日 
平成25年10月21日～11月7日 

回収状況 

調査対象数  24,000件 

有効回答数  10,840件 

有効回答率  45.1％ 

調査対象数 10,000件 

有効回答数  4,771件 

有効回答率   47.7％ 

調査対象数  8,000件 

有効回答数  2,154件 

有効回答率  27.0％ 

 

（３）大阪市こども・子育て支援に関するニーズ調査の結果概要 

・就学前児童用調査の結果概要・・・・・資料１－１ 

・就学児童用調査の結果概要・・・・・・資料１－２ 

・若者意識調査の結果概要 ・・・・・・資料１－３ 
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